
J リーグ理念強化配分金受領資格審査細則 

 
第 1 条（細則の目的） 

本細則は、J リーグ配分金規程（以下「本規程」という）第 11 条に基づき、本規程第 

8 条に定める審査委員会が実施する、理念強化配分金の活用計画および活用実績にかか

る審査について定める。 

 

第 2 条（審査委員会の開催） 

本規程第 5 条第 2 項および第 7 条第 2 項の審査委員会は、Jリーグの事業年度（「事業年

度」とは、定款第38条で定めるＪリーグの事業年度をいう。以下同じ）開始後4か月以内

に開催する。 

 

第 3 条（受領資格要件の審査） 

審査委員会は、理念強化配分金活用計画書（以下「活用計画書」という）に基づき、

理念強化配分金の活用計画が、本規程第 8 条第 1 項各号に定める目的に合致するか

について審査する。 

 

第 4 条（活用実績の審査） 

審査委員会は、理念強化配分金活用実績報告書（以下「活用実績報告書」という）等

に基づき、理念強化配分金の活用実績が、受領資格要件審査時に提出された活用計画書

記載の内容または本規程第 8 条第 1 項各号に定める目的に則っているかについて審

査する。 

 

第 5 条（活用計画書の作成クラブ） 

理念強化配分金について、本規程第 4 条第 1 項第 4 号の受領資格要件を満たすと考

えるJ クラブ（以下「審査対象クラブ」という）は、活用計画書を作成して、理念強

化配分金の支給申込をすることができる。 

 

第 6 条（活用計画書の提出期限） 

審査対象クラブは、支給する事業年度開始後3か月以内に 3 月末日までに活用計画書

をJ リーグへ提出し、J リーグは遅滞なく審査委員全員にその内容を共有しなければ

ならない。 

 

第 7 条（活用計画書の記載事項） 

活用計画書には、以下の各号に定める事項を記載する。なお、活用計画書の書式は別

途定める。 

一 クラブ名 

二 理念強化配分金活用の主な目的 



三 活用期間

四 活用金額

五 内訳 

六 理念強化配分金活用の背景となる事業戦略・計画等 

 

第 8 条（受領資格要件の審査内容） 

審査委員会は、前条に定める活用計画書の記載事項が具体的に記載されていること

およびその活用計画が本規程第 8 条第 1 項各号に定める目的に合致することを審査

する。 

 

第 9 条（受領資格要件の確認方法） 

審査委員会は、以下の各号に定める観点から、活用計画書の記載内容を検証する。審

査委員会は必要に応じて、J リーグおよび審査対象クラブに対し、活用計画書の修正、

追加資料の提出およびヒアリング等を要請することができる。 

一 審査対象クラブの事業報告、計算書類および事業計画等との整合性 

二 その他、J リーグが審査対象クラブに対して要請した資料との整合性 

 

第 10 条（活用実績報告書の作成クラブ） 

前事業年度に理念強化配分金の支給を受けたクラブ（以下「前年度受給クラブ」とい

う）は、活用実績報告書を作成する。 

 

第 11 条（活用実績報告書の提出期限） 

前事業年度受給クラブは、理念強化配分金の支給を受けたJリーグの事業年度終了後

3か月以内に、活用実績報告書を J リーグへ提出し、J リーグは遅滞なく審査委員全

員にその内容を共有しなければならない。 

 

第 12 条（活用実績報告書の記載事項） 

活用実績報告書には、以下の各号に定める事項を記載する。なお、活用実績報告書の

書式は別途定める。 

一 クラブ名 

二 理念強化配分金活用の主な目的

三 活用期間 

四 活用金額

五 内訳 

六 理念強化配分金活用の背景となる事業戦略・計画等 



第 13 条（活用実績の審査内容） 

審査委員会は、前条に定める活用実績報告書の記載事項が正確に記載されているこ

とおよび理念強化配分金が前事業年度に提出された活用計画書記載の内容または本

規程第 8 条第 1 項各号に定める目的に則って活用されたかを審査する。 

 

第 14 条（活用実績の確認方法） 

審査委員会は、以下の各号に定める観点から、活用実績報告書の記載内容を検証する。審

査委員会は必要に応じて、J リーグおよび前事業年度受給クラブに対し、活用実績報

告 書の修正、追加資料の提出およびヒアリング等を要請することができる。 

一 当該配分金に係る活用計画書との整合性 

二 前年度受給クラブの事業報告、計算書類および事業計画等との整合性 

三 その他、J リーグが前年度受給クラブに対して要請した資料との整合性 

 

第 15 条（改正） 

本細則の改正は、理事会の承認により、これを行う。 

 

〔附 則〕 

本細則は、2018 年 1 月 1 日から施行する。 

 

〔改 正〕 

2026年１月１日 


